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おわりに
はじめに
　英米契約法における今日の錯誤法理は、19 世紀にフランスのポティエ
等の影響を受けて、大陸法的な意思理論を前提として生成し、確立したと
いわれている。それ以前のコモン・ローにおいては、契約成立段階におけ
る錯誤に関して実体法上の法理は存在しておらず、他方でエクイティで
は、一定の場合に「錯誤」を理由として救済手段が与えられており、これ
（15）532
らが今日の錯誤法理の萌芽ともいうべきものと考えられていることが、す
でに先行業績において明らかにされている1。
　それでは、今日の錯誤法理が確立する以前において、エクイティ上「錯
誤」と称されるものがどのような場合であり、またそれらに対してどのよ
うな救済手段が何を基準として与えられてきたのかを明らかにすること
は、その後の英米契約法における錯誤法理がどのように大陸法の影響を受
けて生成していったのかを論じる前提となると言えるのではないであろう
か。
　以上のような観点から、本稿では第一に、1873 年及び 1875 年最高法院
法の制定によってコモン・ロー裁判所とエクイティ裁判所の統合が図られ
た、いわゆる 19 世紀司法改革以前のエクイティ裁判所の裁判について概
説した後、第二にエクイティにおける錯誤の救済手段のうち、文書補正命
令について検討したうえで、第三に文書補正命令によるエクイティ上の救
済の基準と根拠について考察していくこととする。
一、　エクイティ裁判所の裁判
1 ．エクイティの沿革
　エクイティとは、エクイティ裁判所によって発展させられてきた法体系
のことをいう。イングランドにおける法の発展とエクイティの沿革は以下
の通りである。
　1066 年のいわゆる「ノルマン人の征服 Norman Conquest」によって現
在のイングランドに統一国家が樹立された当初、国王と国王の直属の臣
下で構成される王会 Curia Regis において、立法・司法・行政のすべて
が行使されていた。国民の間に生じた紛争は国王の下へ持ち込まれ、こ
の王会が裁決していたのであるが、13 世紀末に財務府裁判所 Court of 
Exchequer、人民間訴訟裁判所 Court of Common Pleas、および王座裁判
所 Court of King’s Bench という 3 つの国王裁判所ができ、それらの裁判
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所で裁判が行われるようになった。これらの国王裁判所の下で発展してき
た判例法のことをコモン・ローといい、国王裁判所はコモン・ロー裁判所
とも呼ばれている。
　それに対して、上記の裁判所が王会から分化したのは国王の職務の増大
による事務処理上の便宜からであり、人々は依然として国王が司法の最終
的淵源であると考えていた。そこで、国王裁判所によるコモン・ローでは
救済が得られない事件であっても、紛争当事者が救済を求めて直接国王に
請願することができた。これらの請願は、本来、王会の後身である国王評
議会 King’s Council がその処理を行うこととされていたが、14 世紀中頃
から国王評議会の構成員であった大法官 Lord Chancellor に委ねられるよ
うになった。大法官とは、どの裁判所においてもコモン・ロー上訴訟を
提起するために必要とされた訴訟開始令状 original writ を発給した大法
官府 Chancery の長官であり、当時は高位の聖職者が任命されていた。こ
の大法官は事件毎に裁量で救済を与えていたが、エドワード 4 世の治世
（1464-83 年）に国王評議会の裁判権が秩序維持に関係する事件および刑
事事件に限られ、他は大法官府に委ねられるようになり、また大法官が扱
う事件数が急激に増大したため、大法官府の中に裁判活動に専念する部署
ができ、それが 15 世紀末には一種の裁判所として認められるようになっ
た。大法官府裁判所 Court of Chancery は、コモン・ローでは適切な解決
のできない事項に対処したため、エクイティ（すなわち衡平）裁判所と呼
ばれるようになった。その後、エクイティ裁判所は幾度か存立の危機を迎
えることになるが、18 世紀にはエクイティもコモン・ローと同様に蓄積
された先例を遵守して裁判がなされるようになり、安定化した（エクイ
ティの結晶化 crystallization of equity）2。
　エクイティが発生した理由、換言すると、コモン・ロー裁判所では救済
が得られない事件が増加した理由につき、現在ではコモン・ローの手続欠
陥説が有力となっている。これはすなわち、コモン・ロー裁判所の手続は
形式的で当事者尋問も認められていなかったために、具体的正義の実現が
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図れなかったからである、というものである3。そして、この一例が錯誤
事件である。
2 ．エクイティ裁判所の裁判権
（1）エクイティの補充性と法領域
①エクイティの補充性
　上述のように、エクイティは、コモン・ローでは適切な解決のできない
事項に対処するために発展した法領域である。そのため、エクイティは一
般法としてのコモン・ローの存在を前提とし、その個々の点について具
体的な正義を実現するために局部的に補足するものである。このことは、
「エクイティはコモン・ローに従う Equity follows the law」という法諺に
よって示されている4。
②エクイティの法領域
　エクイティの補充性から、エクイティが取り扱う法領域は多岐にわ
たっているが、概ね次の通りである。すなわち、1）詐欺、強迫、不当威
圧 undue influence に関する法理や、罰的違約金 penalty の禁止のように、
弱者保護を目的としたもの、2）特定履行 specific performance、差止命令
injunction、多数当事者の問題の処理のように、権利の救済をより効果的
に行なうことを目的とした領域、3）譲渡抵当 mortgate、4）債権譲渡、そ
して 5）信託である5。
（2）エクイティ裁判所の裁判権
　上記のようなエクイティの補充性および法領域を前提として、エクイ
ティ裁判所の裁判権は、コモン・ローの裁判権と関連してその範囲が定
められている。エクイティ裁判権は通常、1）補助的裁判権 auxiliary or 
assistant jurisdiction、2）競合裁判権 concurrent jurisdiction、および 3）
専属裁判権 exclusive jurisdiction の三つに分けられる。1）補助的裁判権
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とは、エクイティ裁判所が、コモン・ロー裁判所での審理を補助するた
め、開示 discovery などのエクイティ裁判所のみが有していた権限を行
使して、証拠収集などに当たる場合の裁判権である。2）競合裁判権とは、
コモン・ローとエクイティの両者がある事項に裁判権を有しているが、エ
クイティがコモン・ローによって定められた権利を是認するために別個の
救済手段を提供する場合の裁判権のことである。3）専属裁判権とは、信
託のようなエクイティのみが適用する場合の裁判権のことである。
　契約は 2）競合裁判権に関する事項であり、錯誤は契約との関連でほぼ、
この競合裁判権に服した6。
3 ．エクイティ裁判所の訴訟手続
　大法官は、紛争当事者（原告）から請願を受理すると、被告に対して罰
金付召喚令状 subpeona により出廷を命じた。罰金付召喚令状とは、従わ
なければ通常罰金 100 ポンドを課すという条件を付して、被告あるいはそ
の弁護士に、特定期日に裁判所に出廷するように要求する令状のことであ
る。コモン ･ ロー裁判所における訴訟手続にとって訴訟開始令状が不可欠
であったのと同様に、大法官府における救済手続の開始にとって、この罰
金付召喚令状は不可欠なものであり、この令状が成立すると判断されない
限り、大法官府による救済はなされなかった。しかし、コモン ･ ロー裁判
における訴訟開始令状とは異なり、罰金付召喚令状には召喚理由が記載さ
れていなかったため、被告は出廷するまで召喚理由を知ることはできな
かった。また、コモン ･ ロー裁判においては、原告は自らの主張に適合す
る訴訟方式を選択しなければ敗訴となったのに対して、この罰金付召喚令
状はいかなる訴訟にも用いることが可能であった。なお、被告が出廷しな
かった場合、謀反 rebell であると宣言され、そのことを理由に身柄を拘
束された。
　次に、被告が出廷すると、大法官は直接尋問し、事実を確かめることと
なる。大法官は中世を通じてすべて聖職者の出身であることもあり、懺悔
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聴聞の経験を生かして当事者尋問を技術的に行ない得たとされている。
　大法官は、それによって得た事実関係のもとで、原告はコモン ･ ローで
は救済を得られないが、正義と衡平の見地からいうと救済に値すると判断
した場合、原告に救済を与えた。その際、大法官は、コモン ･ ロー準則を
正面から否定するのではなく、コモン ･ ロー上の権利はあくまでも有効と
した上で、これを正義に合するように行使すべし（あるいは行使すべか
らず）という命令を被告に対して対人的に発した（「エクイティは対人的
にはたらく Equity acts in personam」）。このような大法官の命令を被告
が無視し、コモン ･ ロー上の権利を実現した場合、エクイティはコモン ･
ロー準則を覆すわけではないため、その権利の実現は有効となるものの、
大法官は被告を裁判所侮辱 contempt of court として、被告が大法官の命
令に従うまで収監した7。
4 ．エクイティ裁判の特徴
（1）訴訟手続の特徴
　エクイティ裁判所は、コモン・ロー裁判所と比して幾つかの特徴を有し
ている。
　第一に、エクイティ裁判所に対する訴訟提起は、大法官に対する直接的
な申立てによることができた。そこでは、コモン・ロー裁判所への訴訟提
起のように訴えの原因を既存の令状定型にあてはめて構成する必要はな
く、具体的に大法官によって是正されるべき不正義の存在を申し立てるこ
とで足りた。
　第二に、大法官の面前への召喚は、罰金付召喚令状により行われた。エ
クイティ裁判所の裁判の目的は、当初、悪しき行為により汚された被告の
良心 conscience を浄め、その正常な機能の回復を図ることにあるとされ
た。そのため、エクイティ裁判所の手続きにとって被告の出頭を確保する
ことが決定的に重要であり、このような手段が用いられた。
　第三に、エクイティ裁判所における裁判では、陪審を付せず、大法官自
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身が直接的に審理を行った。大法官による審理の当初の目的は、被告の内
心に立ち入ってその者の良心の状態を確知して、必要であれば訓戒によっ
てその者の良心を浄めることにあったため、原則として大法官自身が被告
の尋問や証人尋問も行った。ただし、遠隔地にいる証人については、大法
官の特別命令を受けた者が地方に出向いて証言を収集することもできたと
されている。
　第四に、エクイティ裁判所の裁判は、その当初の目的から、原告・被告
間の権利義務関係を決定するよりも、被告の行為の当・不当（非良心性）
を吟味することが重視された。
　第五に、大法官の与える救済は、本来、裁量的であった。それは、大法
官は個々の事件について具体的正義を実現しようとしたからであるとさ
れている。このことは、「エクイティ上の救済は裁量的である Equitable 
remedies are discretionary」という法諺で示されているのと同時に、「エ
クイティは大法官の足の長さのごとく異なる Equity varies as the length 
of the Chancellor’s foot」とも言われている8。
　上記の特徴のうち、大法官による当事者尋問が認められていたことは、
当事者の真意の探求が可能であったことを意味している。そして、このこ
とこそが、錯誤に基づく救済の前提となったといえよう。
（2）口頭証拠の許容
　コモン・ロー上、正式文書以外の証拠（いわゆる口頭証拠）に関して
は、口頭証拠排除準則 parol evidence rule と 1677 年詐欺防止法の二つに
よって規制されている。
　口頭証拠排除準則とは、契約書、捺印証書、遺言書等の内容が当該書面
作成以前の合意内容ないし意思内容と異なることを、当該書面以外の口頭
証拠又は文書証拠を用いて立証することを許さないという実体法上の準則
である9。当該準則は、当該書面の記載内容を追加ないし訂正するために、
書面作成以前の合意を前提として主張しようとする際に適用される。当該
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準則の起源は一般に、1604 年のラトランド伯爵夫人事件 The Countess of 
Rutland’s Case に求められているが10、この予兆はすでに 12 世紀に行われ
ていた「証書による裁判 trial by charter」に見られる。これは捺印証書
に基づいて判決を下される裁判であり、証書の内容が明らかに虚偽であっ
たとしても、それに捺印した者は異議を唱えることは許されなかった 11。
　他方で、1677 年詐欺防止法は、書面によらない限り一定の重要な種類
の契約は強制し得ないことを定めている。1677 年詐欺防止法によって書
面を要求する取引は、遺言執行者又は遺言管理人が自己の財産で死者の債
務を弁済するという契約、保証契約、婚姻を約因とする契約、土地又は土
地に関する権利の売買契約、契約成立時から一年以内に履行を完了し得な
い契約、一定価額以上の動産の売買契約であった。したがって、エクイ
ティ裁判権の中心となる土地における信託や不動産権の移転又は設定に対
しては、正式文書以外の証拠は何ら効果を持たないことが同法により明記
された。
　これらの準則に対してエクイティは、不正義を妨げるため、書面に具体
化された契約が無効または取り消し可能であることを立証するために正式
文書以外の証拠を許容できることを認めた。そして、契約の効力を否定し
得る根拠の一つが錯誤であった 12。
二、エクイティにおける錯誤の救済手段─文書補正命令
1 ．序
　契約の締結段階において錯誤が存在した場合、エクイティ裁判所は、当
該契約がコモン・ロー上有効であることを前提としたうえで、文書補正命
令、特定履行の拒絶、そして取消しという三種類の救済手段のいずれかを
与えた。以下では、これらの救済手段のうち最もよく用いられた、文書補
正命令に限定して検討していくこととする。
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2 ．文書補正命令 rectification
（1）序
　文書補正命令とは、契約書や遺言等の文書の文言が当事者の意思を反映
していない場合に、当該文書を当事者の意思を反映するように修正するよ
う命じる、救済方法である 13。
　ストー リー Storyの『エクイティ釈義Commentaries on Equity Jurisprudence』
（初版 1837 年）によると、文書補正命令は、事実の錯誤のうち最も典型的
な事件類型である書面合意における錯誤について付与される救済手段であ
る14。その中でも、最も一般的な例は、婚姻継承財産設定証書 15 における
錯誤であるという 16。
（2）沿革
①序
　エクイティ裁判所は 15 世紀には、捺印証書に口頭で条件を付加するこ
とを許容しているが、これがエクイティにおける文書補正命令の発展の前
兆となったとされている。そして、16 世紀になると文書補正命令判決が
下されるようになり、18 世紀には以下のように、大法官ハードウィック
Lord Hardwicke による二つの判決を通じて、この救済手段の概要が確立
されることになる。その際、大きな論点となったのが、契約の両当事者ら
の真の合意とは異なる内容を正式文書として書面化したという、英米契約
法でいうところの表示の錯誤 mistake as to expression があった場合に、
真の合意を立証するために正式文書以外の証拠を許容するのか否か、換言
すると文書補正命令を下すエクイティ権限は詐欺事件に限定されるべき
か、あるいは錯誤事件についても認められるか、であった。
② Henkle v. Royal Exchange Assur. Co. 事件（1749 年）17
【事件の概要】原告ヘンケル Henkle は、オステンド船籍の船舶につき、
ロンドンでの停泊、およびロンドンからオステンドまでの航海、オステン
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ドからロッテルダムまでの航海、およびロッテルダムからカナリア諸島ま
での航海につき、海上保険契約を締結した保険契約者である。当該船舶は
ロンドンからの出港時にイングランドの私掠船（注：戦時敵船捕獲免許を
得た民有武装船）によって奪取されたのであるが、この保険事故による保
険金の支払いに関連して、保険契約の当事者らは当該保険の適用対象につ
いてオステンドからの航海を意図していたのであり、ロンドンからの航海
ではなかったことを理由として、当該保険証券の文書補正命令を求めて訴
状が提出されたのが、本件の事案である。（なお、なぜ保険契約者である
原告が文書補正命令を求めて提訴したのかについて、判決記録から明らか
となっていない）。
【判旨】「疑いなく、しかし、当裁判所は、契約における詐欺に対するのと
同様に、書面契約における明白な錯誤 plain mistake について救済する裁
判権を有している：したがって、当事者の意図に反するように書面が変更
された場合、適当な証明に基づいて、それは補正されるだろう。」
　このように本件においてハードウィックは、契約における詐欺の場合と
同様に、書面契約における表示の錯誤に関して文書補正命令による救済が
付与されうることを判示した。ただし、本件では、原告が書面において表
示されたものとは異なる「真の合意」を十分に立証しなかったために、文
書補正命令は認められなかった。
③ Baker v. Paine 事件（1750 年）18
【事件の概要】原告ベーカー Baker は、インド船籍の船長であり、捺印証
書により、彼が航海から持ち帰った陶磁器等を被告に売却する売買契約を
締結した売主である。当該捺印契約において、いずれの当事者が関税等を
負担すべきであるのかについて真の契約とは異なる条項が証書に記載され
ていたことから、原告ベーカーは書面の起草者による表示の錯誤を理由に
文書補正命令を求めて提訴したのに対して、被告ペイン Paine が（詐欺に
よらない）単なる表示の錯誤の主張を認めることは合意書面に反する正式
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文書以外の証拠を許容することになるという異議を申し立てたのが本件の
事案である。
【判旨】「合意における錯誤は、正式文書以外の証拠による以外、どのよう
にして立証され得るのだろうか ? それは合意の文面を否認するために読ま
れるのではない、裁判所は、他の方法では立証され得ない、そこにおける
錯誤を立証するためを除いて、それを許容しないであろう：それはそれゆ
え読み上げられる」
　このように、ハードウィックは、合意書面における錯誤は正式文書以外
の証拠による以外に立証され得ず、それは合意書面の文面を否認するため
に許容されるのではなく、当該文書の中にある錯誤を立証するために許容
されることを論じ、文書補正命令を下した。
④小括
　詐欺ではなく単なる表示の錯誤に基づいて文書補正命令による救済が与
えられる理由について、ストーリーは以下のように説明している。「積極
的詐欺 positive fraud のみ抑圧し、当事者の意思に反して耐え難い弊害を
もたらすような、善意でなされた相互的錯誤 mutual mistake（注：契約
両当事者が錯誤に陥っている場合）をそのままにしておくのならば、エク
イティ裁判所は、ほとんど価値がないだろう。エクイティ裁判所は、それ
（= エクイティ）を促進するように作られた準則という避難所の下で、錯
誤によって利益を得た当事者が正義の要求に抵抗できるようにすることに
よって、善意に始まり最終的に詐欺として作用する行為を許容することに
なるだろう 19。」
　文書補正命令は錯誤に基づいて付与され得るという見解は、ハード
ウィックによる上記二つの事件以後も受け入れられていくことになる 20, 21。
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（3）救済
　エクイティが文書補正命令を下すのは、錯誤により書面合意が当事者の
意図よりも少なく、又は多く記載していた場合のほか、契約の意図された
ものとは実体的に異なるものを示すことによって当事者らの意図を変更し
た場合であることが、ストーリーによって指摘されている 22。
　文書補正命令が下されるのは契約が未履行の場合に限定されるのか否か
については、例えば 1739 年の Motteux v. London Assurance Company
事件が参照されよう。原告は船舶 Eyles の所有者であり、当該船舶のセン
ト・ジョージ砦への入港時からロンドンへの入港時まで海上保険契約を締
結した保険契約者である。本件は、当該船舶がセント・ジョージ砦へ入港
後、修繕のためにロンドンではなくベンガルへと航海し、同地の河川で座
礁した保険事故に関連して、原告が保険金支払請求をしたところ、当該
保険証券において、保険の適用範囲が当該保険証券の前半では「セント・
ジョージ砦への入港時から」とされているのに対して、後半部分では「セ
ント・ジョージ砦からロンドンへの出航時」と記載されていたことを理由
に、当該保険事故は当該保険証券の範囲内であるか否かが争われた事案で
ある。エクイティ裁判所は、表示の錯誤を理由に航海後であったにもかか
わらず、当該保険証券の後半部分の記載を前半部分と一致させるよう、文
書を補正すべきことを認めた 23。このように、エクイティは契約が未履行
の場合のみならず、履行後であったとしても文書の補正を命じた。ただ
し、例えば 1757 年の Thomas v. Davis 事件では、不動産譲渡証書に従っ
て敗訴した馴合不動産回復訴訟 24 により、特定の不動産権が移転された
か否か（すなわち当該譲渡証書に記載されている「その他すべての土地」
に当該不動産権が含まれることが当事者らの意図であったのか否か）が争
点とされた事案につき、当該譲渡証書における表示の錯誤が認定された
が、当該不動産権の譲受人である譲渡抵当権者を保護するために文書補正
命令が認められなかった。このように、既履行契約に関する文書補正命令
は、善意有償の第三者の利益を害する場合には認められなかった。なお、
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本件でも当事者らの真の合意を立証するために、正式文書以外の証拠を許
容すべきか否かが主として論じられており、なぜ善意有償の第三者の利益
を害する場合には既履行契約の文書補正命令は認められないのかという点
についての議論はされていない 25。
　このほか、錯誤が一方的か双方的なものかという点については、19 世
紀の半ばころまで、法律文書の完成時における当事者の一致した意図を立
証する必要がある、というのがエクイティ裁判所の支配的な立場であった
ため、双方的な錯誤が念頭に置かれていたが 26、これは必ずしも厳格な要
件ではなかった。すなわち、婚姻継承財産設定証書につき、一方当事者の
みが錯誤に陥ったのであるが、当該錯誤が他方当事者に帰するものであっ
た場合、文書補正命令が下された 27。現代の英米契約法の錯誤法理におけ
るように錯誤が一方当事者のみによるものか、両当事者によるものか、が
主要な争点を形成するのは後年のことである 28。
三、考察─文書補正命令による救済の基準と根拠
1 ．救済の基準
（1）錯誤の定義
　以上から、エクイティ上の文書補正命令によって救済される錯誤とは、
契約の両当事者らの真の合意とは異なる内容を正式文書として書面化した
という、いわゆる表示の錯誤 mistake as to expression のことであること
が明らかとなる。このうち、真の合意とは異なる内容とは、書面合意が当
事者らの意図よりも少なく、又は多く記載されていた場合のほか、契約の
意図されたものとは実体に異なるものを示すことによって当事者らの意図
を変更した場合のことをいう。
（2）救済の基準
　19 世紀司法改革以前において、エクイティ上の文書補正命令が認めら
英米契約法における錯誤法理の萌芽
（27）520
れた基準としては、以下のようにまとめられよう。
①未履行・既履行
　文書補正命令は、契約が未履行の場合のみならず、既履行であったとし
ても、命じられ得るとされていた。
②善意有償の第三者の保護
　上記のように既履行契約に関しても文書補正命令が命じられるものの、
善意有償の第三者の利益を害する場合には認められないことが、19 世紀
司法改革以前にすでに論じられていた。ただし、その理由に関しては、裁
判において特に言及されていない。
　現代の錯誤法準則においても、文書補正命令はエクイティ裁判所の裁量
の範囲内で付与されてきた救済手段であることを理由として、善意の第三
者の権利を害する場合には付与されないと説明されるにとどまっている 29。
　この点において、現代の錯誤法準則における取り扱いと同一であると言
えよう。
③双方的錯誤・一方的錯誤
　現代の錯誤法準則では、文書補正命令は元来契約の両当事者に共通する
意図が正確に書面化されていない場合に付与される救済手段であると理解
されているため、原則として両当事者が錯誤に陥っている場合に付与され
る。例外として、一方当事者のみが錯誤に陥っている場合、相手方の行為
が非良心的であって、当該書面契約に従った履行を主張することができな
いようなときにのみ、文書補正命令が付与される。相手方の行為が非良心
的であるとは、すなわち、相手方が錯誤者の意図および錯誤を認識してお
り、錯誤者に錯誤を認識させることができず、錯誤により相手方が利益を
得、あるいは錯誤者が不利益を被るときであるとされている 30。このよう
に、現在の錯誤法準則の下では、錯誤が一方的であるのか、双方的である
のかにより、救済が認められる基準に大きな相違が見られる。
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 それに対して 19 世紀司法改革以前のエクイティは、前述のように文書訂
正命令をめぐる主要な争点は錯誤の場合にも正式文書以外の証拠を許容す
るのか否かという点のみであり、錯誤が一方当事者のみによるものか、両
当事者によるものかは、未だ主要な争点とされておらず、一方当事者のみ
錯誤に陥った場合にも救済が付与されていた。したがって、当時のエクイ
ティは、契約両当事者が錯誤に陥った場合に文書補正命令による救済を付
与するという原則が確立する以前の段階にあったといえよう。
（3）救済方法
　エクイティ裁判所は、文書補正命令が求められた場合、当事者らの真の
合意を書き記すことを命じるのみであって、新たな合意を書き加えること
はしていない 31。したがって、エクイティは当事者らにとって新たな合意
を形成する場合には、錯誤を理由に文書補正命令による救済を与えなかっ
たということができよう。
2 ．救済の根拠
（1）序
　上述のように、エクイティは一般に、コモン・ロー裁判所による訴訟手
続の中では救済することのできない個別具体的な事案において、良心又は
衡平（エクイティ）に反すると判断する場合において、コモン・ローの厳
格性を緩和し、不正義を回避するために大法官府が事件に介入し、救済を
与えることによって発展してきた法体系であり、その法源は理論的なもの
というよりも歴史的なものであった。
　大法官府が事件に介入する根拠とされてきたものが、上述の「良心」ま
たは「衡平（エクイティ）」であるが、その意味するところについては、
イングランド法におけるエクイティの理論的根拠を確立したといわれてい
るセント・ジャーマン以来 32、繰り返し議論がなされ、大法官自身の主観
的な判断基準ではない点については見解の一致を見るものの、その内容に
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ついては不明瞭と言ってよいであろう 33。
　他方で、エクイティが一つの法体系として確立するに従い、一定の原則
に基づいて事件が判断されることになる。すでに 1676 年には、「私は良心
によって訴訟を進めているのだが、その良心とは、単に私法上及び公法上
の civilis et politica ということであって、確かな基準に縛られているので
ある」と言明されていた 34。
　そこで以下では、錯誤が存在する場合に、どのような点が良心ないし衡
平に反するとしてエクイティ裁判所によって救済が付与されたのかについ
て、考察することとする。
（2）エクイティ上の救済の根拠
①錯誤によって取得された非良心的な利益
　エクイティは、コモン・ローを厳格に適用することが良心に背くと判断
される場合に、個別具体的な事件に介入し、救済を付与することになる。
したがって、錯誤を理由としてエクイティが救済を与える一般的な基準
は、当該錯誤によって惹き起こされた合意を強制することにより、当事者
の一方に利益を与えることが良心に背くか否か、である。
②書面合意と当事者らの意図との不一致
　上記の非良心性という一般的な根拠を前提とすると、個別的に文書補正
命令が下される根拠としては、当事者らの意図と一致していない内容が記
載された書面合意を強制することによって一方当事者に利益を与えること
が良心に反することであると考えられる。
　この基準は書面合意と当事者らの真の意図との不一致という点で、後の
大陸法の意思理論（合意理論）に一見するとよく似たものであるが、判決
理由の中で大陸法が言及されることはなかった。このことから、この基準
は大陸法とは無関係に理解されるものといえよう。
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おわりに
　コモン・ローとエクイティの融合前における、錯誤法理が誕生する以前
のイングランド法においては、契約締結段階に錯誤があった場合、コモ
ン・ローにおいてはそれを理由として契約の効力を否定する実体法上の法
理は存在しなかった。他方で、コモン・ローを補完するエクイティにおい
ては、当該契約を強制することが非良心的であるか否かという観点から、
具体的には書面合意と当事者らの真の意図の不一致の場合に文書補正命令
による救済を付与してきた。その救済の基準及び救済方法は、現代の英米
契約法における文書補正命令と多くの点で一致するものである。
　エクイティは、前述のように大法官府の裁量によって付与された救済の
集積の結果として形成された法体系であり、その発展は理論的なものとい
うよりむしろ歴史的なものであった。従って、契約における錯誤を根拠と
した救済に関しても、「良心に背くこと」を基準としているものの、「錯誤
法理」として理論的に統一的な説明がなされるものではないものといえよ
う。また、錯誤に基づく文書補正命令は英米契約法におけるエクイティに
固有の救済手段であり、たとえイングランドの法曹がローマ法の存在を認
識していたとしても、エクイティの説明をする際にローマ法を借用するこ
とはなかった。
　19 世紀司法改革以前のエクイティにおいては、錯誤を理由に付与され
る救済手段としては、文書補正命令のほかに特定履行の拒絶と取消しが
あった。これらの救済手段は、どのような場合にどのような理論的な根拠
をもって、付与されていたのであろうか。
　さらに、イングランドにおいては司法改革によるコモン・ローとエクイ
ティの融合の後、アメリカにおいては建国当時から厳密にコモン・ローと
エクイティを区別せずに裁判所が救済を付与していたという状況の中で、
19 世紀末ころから大陸法、とりわけポティエの影響を受けて「錯誤法理」
を形成していくこととなる。
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　それでは、なぜ英米契約法における錯誤は大陸法の影響を受けるに至っ
たのか、すなわちどのような問題があり、どのようにしてそれを克服しよ
うとしたのか、また大陸法の影響を受けたことで、救済場面や救済方法及
びその論理的根拠にどのような変化が生じたのであろうか。これらの点を
今後の課題として、本稿を終えることとする。
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